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○文書管理規程

改正　平成29年５月26日社協規程第１号　

（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人福津市社会福祉協議会（以下「本会」という。）における文書の管理について必要な事項を定め、文書事務の円滑かつ適正な実施を図るものとする。
　（事務処理の原則）
第２条　事務の処理は、文書によって行うことを原則とする。
２　文書による事務処理は、事務決裁規程（平成17年社協規程第35号）の規定による決裁を受けて行うものとする。
３　文書は、事務が正確、迅速かつ能率的に行われるよう処理しなければならない。
　（秘密保持の原則）
第３条　公表を目的として作成した文書及び軽易な文書で事務局長が適当と認めた文書以外の文書は、職員以外の者に謄写若しくは閲覧をさせ、又は写しを与えてはならない。
　（文書の取扱い）
第４条　本会に到達した文書は、次の各号に掲げるところにより処理するものとする。
(１)　普通文書は、収受印を押し、収受番号を付して文書受付簿に記載すること。
(２)　親展文書、電報、書留及び秘密の表示のある文書は、開封せず特殊文書処理簿に記載のうえ直接名宛人に配布すること。
２　前項第１号のうち、次に掲げるものは、文書受付簿の記入を省略することができる。
(１)　新聞、雑誌等に類するもので、記入する必要がないと認められるもの
(２)　軽易な照会、案内状、あいさつ状等で記入する必要がないと認められるもの
　（文書の起案）
第５条　文書を起案するときは、次に掲げるものを除き、起案用紙で処理しなければなら　ない。
(１)　定例的なもの又は軽易なもので、文書の余白に処理案を朱書きして処理できるもの
(２)　軽易なもので、往復用紙、口頭（電話）受理用紙で処理できるもの
２　文書を起案するとき機密に属するものは、起案用紙の左上余白に「秘」と朱書きし、処理するものとする。
　（回議）
第６条　起案者は、起案文書に順次上司の決裁を受けなければならない。
２　回議文書には、決裁をした者がこれを証するため認印を押さなければならない。
　（合議）
第７条　関係機関、団体等に関係のある事項で、合議を必要とする文書は、上司の決裁を受けた後に、合議をしなければならない。
２　合議の文書で、その趣旨が変更又は否決されたときは、関係機関・団体等と協議し、処理しなければならない。
　（浄書）
第８条　決裁文書の浄書及び製本は、原則として担当者が行い、必要に応じて外注することができる。
２　文書を浄書したときは、必ず照合しなければならない。
　（発送）
第９条　発送を要する文書は、文書整理簿に必要事項を記入し、速やかに発送しなければならない。
２　文書の発送は、郵送を原則とする。ただし、事務局長が必要と認めるときは、他の方法によることができる。
３　庶務担当者は、郵便切手等受払簿を備え、常に受払を記録しなければならない。
　（発送文書の記号及び番号）
第10条　発送文書には、「福社発第　号」の記号及び文書整理簿において付される番号を付さなければならない。ただし、内容が軽易と認められるもの及び事務局長が指示する文書は、この限りでない。
（未処理文書の処理）
第11条　各担当者は、常に未処理文書を調査し、その処理の促進に努めなければならない。
　（文書の整理）
第12条　文書は、常に整理し、紛失及び損傷を防止するとともに、非常災害時に持ち出しできるように準備しておかねばならない。
　（完結文書の処理）
第13条　文書の処理が完結したときは、事務処理の分野別に個別ファイルを用いて編集するものとする。
２　前項の個別ファイルの表紙及び背表紙には、事務事業の表題、完結年度及び保存年度を明記するものとする。
　（文書の保存年限）
第14条　保存文書の保存年限は、文書保存年限の指標（別表）を基準として、事務局長が定めるものとする。
２　前項の保存年限は、当該文書の完結した日の属する会計年度の翌会計年度の４月１日から起算する。
　（保存文書の管理）
第15条　保存文書は、事案担当者が整理し、書庫に保存収納し、長期的に利用できるよう常に管理しなければならない。
　（廃棄手続）
第16条　保存文書が保存期間を経過した場合又は保存期間中のもので、保存の必要がないと認められる文書は、廃棄目録を作成して会長の決裁を受けて廃棄するものとする。
２　保存期間を経過した文書で、特に保存の必要があると認める文書は、更に保存期間を定めて保存することができる。
３　廃棄文書のうち機密に属するものについては、裁断等必要な処置をしなければならない。
　（文書の貸出し）
第17条　文書の貸出しは、職員以外の者にしてはならない。ただし、やむを得ない事由その他官公庁から請求があったときは、事務局長の承認を受けて貸し出すものとする。
　（文書の閲覧）
第18条　公表を目的として作成又は取得した文書及び秘密文書以外の文書で、事務局長が適当と認めた文書は、職員以外の者に閲覧させることができる。
２　前項の秘密文書とは、本会において作成又は取得した文書で、その内容の秘密保全の必要度及び公益度において、次の２種類に区分し、開示しない文書として、事務局長が指定する文書とする。
(１)　極秘文書　法令により開示することを禁じた「開示することができない文書」及び特定の個人が識別され個人のプライバシーが不当に侵害される文書、本会運営の執行過程において事務事業の目的が失われ又は著しい支障を来す文書、本会の地位その他正当な利益を著しく害すると認められる「開示してはならない文書」等その事案が秘密保全の必要度の高い重要な秘密であって、当該事案関係者以外の者に秘さなければならないもの
(２)　秘文書　その内容が極秘に次ぐ程度の秘密で「開示しなくてもよい文書」等であって、当該事案関係者以外の者に秘さなければならないもの
３　文書の閲覧を請求する者は、住所、氏名又は所属する団体の名称を申し出て、事務局長の承認を求めなければならない。
　（補則）
第19条　この規程の施行に関し必要な事項は、会長が別に定める。
附　則
この規程は、平成17年３月31日から施行する。
附　則（平成29年５月26日社協規程第１号）
１　この規程は、平成29年５月26日から施行し、平成29年４月１日から適用する。
２　平成28年度以前の文書についても、この規程を適用するものとする。

別表（第14条関係）
文書保存年限の指標

１　法令等により保存年限の定めがある場合は、その保存期間
２　文書内容において、適用期間、任期、契約期間等の効力がある場合は、その効力の存続期間
３　債権又は債務に関する文書は、その時効期間
４　歴史的及び記録的価値の程度の軽重による期間
５　実務への利用度の軽重による期間
６　証拠物件としての軽重による期間
７　再度つくることができるかどうかの軽重による期間
８　前各項の指標に基づく保存期間は、次のとおりとする。
(１)　永年保存の文書
ア　法人設立認可書及び定款
　　　イ　認可及び許可に関する文書で特に重要なもの
ウ　諸規程の制定及び改廃に関する書類
　　　エ　基本財産、各種積立金、財産の管理及び処分に関する書類
　　　オ　理事会及び評議員会議事録並びにこれに関する重要な書類
　　　カ　顕彰に関する文書で特に重要なもの
　　　キ　役員の選任、就任等に関する文書
　　　ク　職員の身分等人事に関する書類
ケ　その他10年を超えて保存する必要のある文書
(２)　10年保存の文書
　　　ア　事業計画書及び予算に関する書類
　　　イ　計算関係書類、会計帳簿及び証憑書類
　　　ウ　重要な統計、報告、通知文書等で永久保存の必要のない書類
　　　エ　契約に関する文書で重要なもの
　　　オ　その他10年保存を必要とする文書
(３)　５年保存の文書
　　　ア　職員の服務、勤務命令等に関する書類
　　　イ　照会、回答、申請、報告その他の往復文書
　　　ウ　財産目録
　　　エ　その他５年保存を必要とする文書
(４)　３年保存の文書
　　　ア　臨時等職員の任免に関する文書
　　　イ　軽易な諸届若しくは往復文書で３年以上又は１年以上の保存を必要とするもの
　　　ウ　監査及び検査に関する文書
　　　エ　３年保存を必要とする文書
(５)　１年保存の文書
　　　ア　軽易な文書
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)　　　イ　その他１年を超えて保存の必要を認められないもの
64　〔福津社協14〕
